
 

 

 

令和８年度(2026 年度)地域課題解決型起業支援補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、県が地域再生計画に定める社会的事業の分野において、デジタル技術を活用して

地域課題の解決を目的とした起業を行う者及び令和８年４月１日以降に起業をした者を支援す

ることを目的として、予算の範囲内において、補助金を交付するものとし、その交付については、

「熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「交付規則」という。）」及び

「熊本県移住支援事業・マッチング支援事業・地方就職学生支援事業及び起業支援事業実施要領」

に規定するもののほか、この要項によるものとする。 

 

（補助対象経費） 

第２条 補助対象経費及びこれに対する補助率は、別表の「補助対象経費｣に掲げるもののうち、知

事が必要かつ適当と認めたものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 交付申請は、交付規則第３条第１項の規定による交付申請書（別記第１号様式）によるも

のとする。 

２ 交付規則第３条第２項の添付書類の様式は、次の各号のとおりとし、その様式は、次の各号に

定めるところによるものとする。 

 （１）収支予算書（別記第２号様式） 

（２）事業計画書  様式１－１ 

（３）経費配分書  様式１－２ 

 

（補助金の交付決定） 

第４条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合において、当該申請の内容が適当で

あると認めるときは、補助金の交付を決定し、交付決定通知書（別記第３号様式）により実施者

にその旨を通知するものとする。 

 

（補助事業の内容等の変更） 

第５条 交付規則第７条第１項に規定する事業変更事由は、次の場合とする。 

（１） 補助対象経費の２０％を超える変更を行う場合 

（２） （１）に該当しない場合のうち、補助事業の内容に著しい変化が生じた場合 

２ 交付規則第５条第２項に規定する事業変更計画書は、様式２によるものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第６条 交付規則第５条第１項第１号の規定により、補助事業の中止又は廃止の承認を受けようと

する場合の承認申請書は、様式３によるものとする。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第７条 交付規則第５条第１項第２号の規定により、補助事業の遅延等を報告する場合は、速やか



 

 

に様式４による報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第８条 交付規則第１１条の規定による状況報告は、様式５によるものとする。 

 

（実績報告） 

第９条 交付規則第１３条の規定による実績報告書には、次の書類を添付するものとする。 

（１）事業実績書   様式６－１ 

（２）補助金支出表  様式６－２ 

 

（雑則） 

第１０条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要項は、令和８年（２０２６年）６月３日から施行する。 

  



 

 

別表 

補助事業 補助事業者等 補助対象経費 補助率及び補助上限 

地域課題解決型起

業支援補助金 

（１） 

執行団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

【補助事業者】 

執行団体 

 

【間接補助事業者】 

県が地域再生計画に定める社会的事業の分野におい

て起業をする者及び令和８年４月１日以降に起業

をした者（以下「起業者」という。）。社会的事業

の分野は次の通り。 

（１）地域活性化に関すること 

（２）まちづくりの推進に関すること 

（３）過疎地域等（※）の活性化に関すること 

（４）社会教育に関すること 

（５）社会福祉に関すること 

（１） 

公募から採択までの業務を含めた

一連の執行業務に係る経費、起業等

に関する伴走支援業務に係る事務

経費 

人件費（※）、事務所等借料、謝金、

旅費、会議費、借料、通信運搬費、

水道光熱費、消耗品費、雑役務費、

外注費、委託費、広報・周知費、そ

の他の経費（伴走支援事業の遂行

上、必要となる経費） 等 

 

（２） 

起業者が起業に要する経費 

人件費（※）、店舗等借料、設備費、

原材料費、借料、知的財産権等関連

経費、謝金、旅費、外注費、委託費、

マーケティング調査費、広報費 等 

（※）人件費については、代表者や

役員等の人件費は対象とせず、起業

支援金の交付決定を受けた事業者

の当該事業に直接従事する従業員

に対して支払う賃金に限る。 

（１） 

補助率：１０／１０以内 

補助額上限： 

５，４４５千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

【補助事業者】 

補助率：１０／１０以内 

補助額上限： 

６，０００千円 

【間接補助事業者】 

補助率：１/２以内 

補助額上限： 

２，０００千円 



 

 

（６）環境に関すること 

（※）過疎地域等とは、次に掲げる地域とする。 

 ①過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措

置法（令和 3 年法律第 19 号）第２条第２項の規定

に基づき公示された過疎地域（同法第３条、同法

第 41 条並びに同法第 42 条の規定により過疎地域

とみなされる区域を含む。） 

 ②特定農山村地域における農林業等の活性化の

ための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法

律第 72 号）第２条第４項の規定に基づき公示され

た特定農山村地域 

 ③山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条

第１項の規定に基づき指定された振興山村地域 

 ④半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条

第１項の規定に基づき指定された半島振興対策実

施地域 

 ⑤離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条

第１項の規定に基づき指定された離島振興対策実

施地域 

 ⑥辺地に係る公共的施設の総合整備のための財

政上の特別措置等に関する法律（昭和 37 年法律第

88 号）第２条第１項に規定する辺地 

 


